[Review] Mitsuru Tanaka, Small Business Problems in European Countries, U.S.A. and Others : A Sketch on Recent Trends, Present Conditions Policies and Tasks by 丹野 平三郎 & Tanno Heizaburo
[書評] 田中充著『欧米の中小企業問題 : その推移
, 現状, 政策及び対策課題の素描』
著者 丹野 平三郎
雑誌名 關西大學經済論集
巻 41
号 4
ページ 933-942
発行年 1991-11-30
その他のタイトル [Review] Mitsuru Tanaka, Small Business
Problems in European Countries, U.S.A. and
Others : A Sketch on Recent Trends, Present
Conditions Policies and Tasks
URL http://hdl.handle.net/10112/13860
書評
田中充著 『欧米の中小企業問題
—その推移，現状，政策及び対策課題の素描ーー』
丹 野 平三郎
1 本書の研究意図と特徴
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今や．欧米，東ヨーロッパ諸国,NIES, 発展途上国を問わず．世界各国は中小企業へ
の関心を深め，中小企業をめぐる諸問題の究明に意を注ぎ．すすんで中小企業の育成＇振
興政策を実施している。そして，国際中小企業会議 (ISBC)が年を追って盛んになり．
発展途上国中小企業国際会議も開催されるようになった。さらに,OECD (経済協力開発
機構）， ILO(国際労働機構）， EC(欧州共同体）等各種国際機関が中小企業の果す役割
を重視し，中小企業の育成・振興策に力を入れてきている。
このように，中小企業に対する関心が深まり，期待が大きくなればなるほど，中小企業
に対する正しい認識が要請されてくる。そして中小企業研究の国際的交流が盛んになれば
なるほど，中小企業の認識にとって世界的視点の導入が必至となってくる。
本書の筆者田中充教授（以下筆者と略す）は，すでに2吟三近くも前に．わが国中小企業
問題論の動向を詳細に考察した結果，次のように中小企業研究の在り方を提示している。
すなわち，「小零細企業を中小企業内部構造における下限層としてではなく， それ自体一
つの社会層を構成するところの存在として取り上げ…•••ここにおいて個別的「分離的に理
解Jするのではなく， 『総合的に理解』し， しかも国際的規模での研究志向を目指すべき
である」I)と力説している。（頭点は評者）まさに卓見と言うべきである。
筆者は，この国際的規模での中小企業研究志向を単なる提言として終らせることなく，
自ら実践的に，国際的規模での中小企業の研究活動を展開したのである。そして筆者の長
年に渉る研究活動の集積が，本書「欧米の中小企業問題ーーその推移，現状，政策及び対
策課題の一素描ー」となって結実したのである。
1)田中 充「最近におけるわが国中小企業問題論の動向とその展開」関西大学「経済論
集』第23巻4・5号1973年。
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さて，本書の研究意図（ねらい）は，その「はしがき」にあるように． 「主要な欧米先
進国において現われて来ている中小企業問題はいかなるものであるか。いかなる対策，施
策などが必要とされるかなどについて，これらの国々の代表的中小企業問題研究者．ェコ
ノミスト達の関連の研究．調査あるいは政府施策などを論述することであり」， そしてそ
れらを通じて．「わが国の場合をも含めて， 当該問題を国際的にも整合し，今後．望まし
い中小企業の存続，発展などあるべき方向性を模索する」ことにある。
最近では，海外の中小企業に関する研究書及び研究論文が数多くみられるようになって
来たが，以上のような研究意図のもとに書かれた本書は，類書と異なる特徴を持ってい
る。本書の特徴の第1は，筆者自らが数次 (1976年度， 1978年度， 1980年度,1982年度，
1986年度,1990年度）に渉りスイス国際中小企業学会に参加し，欧米諸国はじめ社会主義
圏の国及び発展途上国の中小企業研究者による中小企業問題あるいは中小企業政策課題に
関する研究報告を聴取し，筆者自らも研究報告を行い，その学会の主要諸報告を論述して
いることである。最近における欧米諸国の中小企業研究の動向を知る上で，他に類をみな
い程の貴重な研究情報を提供している。特徴の第2は，現代アメリカにおける中小企業を
めぐる諸問題と政策課題を検討しているが，とくにアメリカにおける被差別階層のマイノ
リティー企業への経済的差別問題とその対策を論述していることである。筆者自ら我が国
の部落問題と同和対策の研究に取り組んでおられるが，被差別層の経済的差別問題研究に
国際的視点を導入し．これまで余り知られなかったアメリカのマイノリティ問題に照明を
あて，考察していることの意義は大きい。特徴の第3は，カー ビイ， D,シュミット,K
;H, そしてハンズ， J,プライトナー教授と言った外国人経済学者・中小企業研究者に
よる日本中小企業研究を紹介し，筆者自らもコメントを加えていることである。中小企業
に関する国際的比較研究の気運が高まっている状況下にあって．これら最新の外国人によ
る日・欧米の中小企業比較研究の紹介は，わが国側による欧米中小企業問題・ 中小企業政
策の研究者のみならず，外国人中小企業研究者に対しても，世界的視点による中小企業研
究の新方向を示していると言ってよい。尚，わが国側による欧米中小企業問題への研究・
分析の深化及び成果についての文献解題は誠に貴重である。
2 本書の構成
本書は．次に列記する通り 8章から構成されている。
はしがき
I 最近の欧米及びその他の国における中小企業問題とその研究動向の素描-f1976
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年度スイス国際中小企業学会」での諸発表を通じて一一
I[ 最近の世界諸国における中小企業問題とその対策課題ーー「1978年度スイス国際中
小企業学会』に参加して一一
m 現代アメリカにおける中小企業をめぐる諸問題と政策課題＿「ホワイトハウス中
小企業会議1980年」を通じて一一
IV 現代アメリカにおける被差別階層者の企業経営対策課題ーー「ホワイトハウス中小
企業会議1980年」からの教訓—―_
V 中小企業問題とその施策に関する国際比較研究の現状｀と課題ーー『1982年度スイス
国際中小企業学会」に参加して一一
VI 最近における外国人経済学者・中小企業研究者による日本中小企業研究の動向とそ
の展開
＂ハンズ， J,プライトナー教授の中小企業問題論ーースイス，日本及び欧米との比
較関連において一一
直補論
1 短信「スイス国際中小企業学会」に参加して
2 解説及び書評。日本人研究者による欧米諸国の中小企業問題研究の現状とその成
果—1970年代及び1980年代における展開を通じて
あとがき
以上である。
3 本書の解題と若干のコメント
以上，本書の目次構成は8章から成り立っているが，大別すると. 3部構成とみてよい
だろう。したがって，次の3項目に集約して本書を解説し，若干のコメントを加えること
にする。
※ スイス国際中小企業学会での諸発表と討議ー一主要トピックスを中心として一一
※ 現代アメリカの中小企業問題―とくに被差別階層者の企業経営対策課題を中心と
して一一
※ 最近における外国人経済学者・中小企業研究者による日本中小企業研究の動向一一
とくにハンズJ,プライトナー教授の中小企業問題論—スイス，日本及び欧米と
の比較関連において一ーを中心として。
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(1) スイス国際中小企業学ムでの諸発表と討議。届1)
本書の I, IT, V, VIの補論1は，スイス国際中小企業学会における世界諸国，とくに
欧米諸国中小企業研究者等の諸発表及び討論を論述したものである。
学会での研究報告は多種多彩であるが，主要トヒ゜ックスを集約して紹介する。（（ ）内
は報告者，学会開催の年度，頁を示している）。
① 中小企業をめぐる諸問題……• （中小企業の競争差別，環境変化，対大企業との競争
激化，倒産の増大など）。
イギリスでは，重化学工業などの発展過程で，地方存立の伝統的中小企業が衰退しつつ
あり（イギリスのギブ1976年度2頁）， ベルギーにおいては， 大都市郊外にスーパーマー
ケットなどの大型小売店の進出により， 中小商店が死滅しつつある (1976年度3頁）。そ
して，西独では，手工業，クラフト，小売商店などの倒産現象が激しくなっている（西独
のベッカーマン1976年度4頁）。また，カナダの場合，経済集中や独占化に伴って，中小企
業問題が深刻になってきている（カナダのヒ°ーターソン， 1976年6頁）。 ソビエトは中央
の巨大企業として，ボーランドは下請的地方中小企業のような複雑な立場にある（ボーラ
ンドのイワスキビッチ1978年度23頁）。フィンランドにおける最近の著しい中小企業衰退
の原因として， 1 規模の経済性の限界， 2 人口集中化に伴う地方市場での成功の困
難， 3 租税高負担のための資本蓄積困難による新規参入障壁， 4 企業家と社会価値体
系との矛盾（フィンランドのケットネン1980年度，短信187頁）が挙げられている。オート
メーション，機械化，合理化などの進展に伴う労働時間の短縮が及ぼす中小企業への影響
を重視し（オランダのヴァン・デ・ヴィルデ， 1978年度25頁）， その労働時間の短縮は，
生産性の低下あるいはコスト上昇を伴い，中小企業にとっては，大企業に比べて差別的な
苦悩を受けている（ルクセンブルグのミュラー1978年度25頁）。言語を異にする民族の複
合する地城，あるいは多民族国家での経済活動のハンデキャップが生じている……言わば
単一民族国家である我が国の地域問題とは異なった問題が存在している（カナダのジャン
キン1980年度短信186頁）。
以上，評者なりに摘出して学会発表の一端を述べた。嵐面せる中小企業の窮状あるいは
厳しい中小企業問題については，それぞれの国の環境変化，発達段階の差，国情の違いに
よりその問題の所在が異なることを知った。したがって，国際的な討論の際は，相互にそ
れぞれの国情，中小企業認識の差異，中小企業問題が生ずる経済的，社会的背景を知るこ
補注1)スイスのザンクトガレン大学中小企業研究所長グーターゾン博士を会長として創
立された学会であり， 2年毎に開催されている。
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との大切さを改めて痛感させられた。各国中小企業研究は，相互理解のもと，各国中小企
業問題の独自性を認識するとともに，世界的視点からの共通認識を強く要請されている。
R 中小企業に関する施策
各国の中小企業をめぐる問題とその対応策．あるいは中小企業育成，振興策はどうなっ
ているのだろうか。
西独のハンツは，手工業奨励策として，マーケティング，経営，教育などの政策，また
対中小企業政策として，地域・技術革新，競争，診断などの諸政策が組織的に講じられね
ばならないと強調し (1976年度2頁）．オランダのヴァンデ， ヴィルデは，中小企業に対
する機会増大のために，中小企業の共同提携，中央からの援助の改編，中小企業の地位．
役割の再評価，混合経済秩序に対する競争上の地位への適応などを論じている (1976年度
3頁）。オーストリアのケンメットミュラーは，新しい中小企業の創造に対する奨励が第
一義的であるとし，中小企業部門全般にわたる奨励策が国家計画の中に採り入れられてい
ると報告している (1976年度5頁）。各年度毎に，中小企業の育成，奨励策に関して各国
の具体例が発表されている。たとえば，技術教育，訓練などの援助策 (1980年度，短信
188頁），不況対策，倒産防止策として，企業向けのトレーニング，教育の必要性の強調
(1986年度短信191頁），また情報化の進展に伴って，中小企業はいかに対応すべきかが議
論されている (1986年度短信192頁）。
さて．ョーロッパにおいても下請問題が重視されている。 1978年度の学会では，下請問
題の構造論的認識の萌芽がみられ， 1980年には，フランスの下請中小企業問題研究者オッ
テンハイムが．単に一国のみならず， EC国全体として下請中小企業の組織化を図るべき
だと主張している (1980年度短信188頁）。 199吟三度の学会に至っては． ドイツのシュミッ
トやスイスのプライトナーが日本の典型的な下請中小企業の近代的経営を実態に即して考
察し．筆者が下請制度に対する本質的アプローチの必要性と主要な学説，見解，そして現
実に日本における下請中小企業のサバイバルのための戦略について報告している (199吟三
度短信199頁）。このように，下請問題に関する国際的討論が盛んになって来ていることは
心強い。
以上のほかに．中小企業経営の動機の問題 (1976年度8~9頁），新企業設立のための
3 要素「熟練；動機づけ及び機会」 (1978年度23頁），中小企業存続•発展の条件＝新製品
の開発・専門化・適正化 (1982年度87頁）など中小企業の経営課題に関する報告が数多く
あったことは言うまでもない。
③ スイス国際中小企業学会報告の特徴づけと研究活動の進展
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筆者自らスイス国際中小企業学会に数次に渉り出席し，精力的な研究活動を通じ，学会
活動の推移を見守ってきた。そこで，筆者の実体験を通しての感想および意見をまとめて
おこう。
その1 国際レベルで中小企業研究を進めようとする気運が盛り上って来ており， ヨー
ロッパ内部で国際比較可能なデータなどの質的・量的な整・統合の準備が進められようと
している。その2 国家行政レベルでの中小企業研究機関の設置，充実が図られ，情報交
換・収集が活発化している。その3 従来の伝統的なもの＝ハンドベルクの実態分析や議
論からより現代的・カレントトヒ゜ックス的なものの方へ重点が移っている。その4 中小
企業問題が単なる経営上の問題としてではなく，マクロ的には産業構造との関連，ことに
対大企業との連関で問題視されて来ている（以上1982年度88~89頁）。その5 下請制度
をはじめ中小企業問題研究・中小企業政策等の「先進国」としての日本に対する関心が高
まり，多くの外国人研究者によって日本中小企業研究が深められつつある。その 6 ミク
口分析，経営的側面から中小企業の技術革新，コンピュータリゼーション，情報化問題が
共通の研究課題となって来ている。（以上1982年度89頁， 1986年度192頁）。
近年，筆者をはじめ我が国からの学会参加者が多くなり，建設的かつ貴重な報告とデス
補注2>
カッションを行い，当学会の充実と活性化に大きく貢献している。東欧，ソ連からの参加
により当学会の国際化がより一層深まるだろう。
(2) 現代アメリカの中小企業問題ーーとくに被差別階層者の企業経営対策課題を中心と
して一一
筆者は,1979年7月，アメリカのモンタナ州ビリングスで開催された地方会議・オープ
ンフォーラムに参加し，次いで1980年 (1月31日~17日）のホワイトハウス中小企業会議
補注3)
(WHC)に出席している。この WHCの主要議題は,A 資本構成と維持,B マイノ
リティー企業開発• C 経済政策と政府計画,D ビジネスにおける女性,E 政府規制
とペーパーワーク'F インフレーション,G 国際貿易,H 連邦調達' I エネルギ
-. J 技術革新,K 教育・訓練と援助'L ベトナム（戦争）復員軍人のビジネス問
補注2)末松玄六教授 (1976年度）， 磯部浩ー教授 (1980年度）， 小川英次教授 (1982年
度， 1984年度， 1988年度， 1990年度）， 寺岡寛大阪府立産業開発研究所主任研究
員 (1990年度）等の方々が出席なさっている。
補注3)地方会議・オープンフォーラムヘの参加者3万人以上の中小企業経営者をバック
としたデリゲート2,060人，その他1,000人以上の参加者による歴史的かつ画期的
なアメリカの中小企業会議である。
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題．以上である。筆者はこの WHCの会議の様子を報告するとともに上記の主要議題の
全容を論述している。その中で，筆者は当会議の特徴，意義を次のように述べている。
「アメリカ中小企業庁 (SBA)設立20周年の時点では中小企業を「ザ・バイタルマジョリ
ティー」すなわち『活力ある多数派』として位置づけていたのに比較して， 25周年記念を
迎えるに至った今日 (1980年＝注釈評者）． それを， いわば『グラスルーツ』しかも「地
域社会に根ざしたもの』を重視して，アメリカ経済社会における「基礎」であると，一層
重要な地位・役割を認識するにいたっているのが伺われた」。そして「中小企業を自由競
争社会の担い手であるとして，いわば経済的・産業組織的に位置づける伝統的立場に加え
て，非経済的要素ないし社会的要素を重視するにいたっている。すなわち．マイノリティ
ー・女性・ベトナム復員軍人達を含めて中小企業政策において， 「社会的不利益階層． 階
級への援助対策が強く要求され・社会政策的対策の役割が高まりつつある」，他方．「軍需
関連産業において，中小企業の役割を重視し，国防の戦略的存在として位置づけていると
ころに．むしろ中小企業の『危機」さえ感じられる」と筆者は当時のカーター大統領政権
下における現代アメリカ中小企業の多元的な問題の複雑性を鋭く指摘している。筆者は特
に強烈な印象と教訓を受けたとし，マイノリティー企業開発と女性経営企業問題を取り上
げ．考察を加えている。その中で「マイノリティーや女性経営企業が極めてわずかな地歩
しか築いていないのは，連邦政府の認識の遅れであり」． いわゆる「被差別階層者」に対
する対策課題は「奪われた人権」・「市民権」・「機会均等」獲得に向けての「人道主義」の
立場に依拠し．緊急かつ積極的政策が推進されて来ている (66頁）と指摘している。社会
的差別，権利の公正化を訴えるとともに．マイノリティー側が大統領・行政側に要求・勧
告を行っている。要約すると. 1 連邦資金．援助金に対する義務的目標の確立， 2 マ
イノリティー企業・女性経営企業に対する優遇措置などを予算プロセスで直接取り扱うこ
と， 3 国及び行政機関は，元請業者及び下請関係に必要な法律や補充的な規則を設け．
SBAにマイノリティー向けの準長官を置き．効果的なマイノリティー援助施策を遂行す
ること， 4 投資税額控除法の採択. 5 マイノリティー企業助成のために．全国マイノ
リティー経済委員会を設置すること（以上67~68頁）。 このように， 対等で公正な権利へ
の要求，それへの結束と幅広い運動．それを真摯に受け止める行政側の実態を知った筆者
は．我が国の「同和対策事業」を国民的課題として受け止め． 『国の責務」を果たす政府
・行政を構成し，『部落完全解放』に向けて，行政施策を推進することを強く訴えている
(73頁）。
長らくわが国の「部落問題」の研究に取り組んでこられた筆者は，現代アメリカにおけ
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るマイノリティーを中心として被差別階層の企業経営対策課題を考察，検討することによ
って．国際的視点に立ったより広く，鋭い洞察を加えている。筆者のわが国同和政策への
批判と部落解放への新提言に大きな示唆を得た。
(3) 最近における外国人経済学者・中小企業研究者による日本中小企業研究の動向一一
とくにハンズJ.プライトナー教授の中小企業問題論ーースイス． 日本及び欧米との比較
関連において一ーを中心として．
最近．外国人経済学者，中小企業研究者の日本中小企業に関する論文•著書が数多くみ
られるようになって来た。筆者は，それらの中から 3人の論文を取り上げ．論評を加えて
いる。カービィ， Dは「日本における政府の中小小売商業政策」研究にて， 1 よりよき
国民経済発展に果す中小小売商業の重要な役割への認識， 2 流通の組織化プログラムの
ような重要施策の具体化， 3 有効かつ効率的な競争の展開へ向けて中小商業の保護から
自助努力の促進・奨励施策への重点的転換の 3つの点を評価している。 ところで， 筆者
は．カービーの研究に対し，次のようにコメントしている。すなわち，カービーは日本の
中小小売商企業が量的に増大していることを評価しているが，中小小売商の 1 国民経済
上の矛盾的存在'2 過小過多性， 3 生業性. 4 窮乏的存在が問題化していることへ
の理解が十分でないと批判している (97~99頁）。
シュミット， Kの「中小企業におけるニューテクノロジーの雇用効果—日本と西独と
の比較」研究では． シュミットは， 日本経済の主な成長要因として， 雇用制度の 3本柱
（終身雇用制，年功序列制，企業別労働組合制）を挙げ，これらを補足する重要な要因と
して中小企業の存在を強調している。また新技術の中小企業での普及は．日本の方が英・
西独より進んでいる。ところで，新技術の雇用効果を左右する要因として. 1生産・エ程
での革新の投入と形態'2企業家の戦略と市場形態. 3中小企業の経済的効果と活動環
境. 4経済における労働市場構造などを挙げている。これらの要因は，日本・西独・英で
妥当するが． 日本の場合，積極的，革新的中小企業経営者は，解雇・ レイオフを避けて従
業員数の増大に努力し，チープレーバーの採用．早期退職などで雇用対策を講じている
が．西独・英の場合は，一方でレイオフ・解雇が増え．他方で新採用という効果が生じて
いることを問題とし，新技術の雇用効果における日本対西独・英の違いを強調している。
シュミットは． 日本的下請制度について，相互補完関係として下請制度の重要性を認め．
下請中小企業の弾力性のメリットを挙げている。これに対し，筆者は，親企業側の圧力．
シワ寄せ．不等価交換•取引にあえがざるをえない実態についてもより一層把握して欲し
かったと．要望と期待を寄せている (99頁~108頁）。
256 
欧米の中小企業問題（丹野） 941 
筆者は．とくに独立の章を設けて約70頁に渉って，スイス国際中小企業学会の現会長で
あるプライトナー教授の中小企業研究論文を詳細に紹介し，筆者自らも適切なコメントを
加えている。当論文の構成は，はじめに， 1 スイス国民経済における中小企業の地位，
役割及び対策課題—日本及び欧米との比較関連において一ー 2 • 革新• (innovation) 
に対する中小企業の貢献ーー大企業との比較関連において―-3 中小企業と情報問題，
4 むすびにかえて，である。
1章では，スイスの国民経済の現況，スイスの中小企業の役割，現況，将来性などにつ
いて詳しく論じられているが，紙幅の関係でごく簡単に紹介せざるを得ない。まとめてみ
ると，①1972年頃までは第2次産業部門が，それ以降は第3次産業部門とくにサービス部
門の伸びが著しく大きい。そして中小企業の雇用創出面で果している役割が大きい。③開
業率が倒産率より高いが，これは公共政府の援助政策によるものだ。⑧中小企業の“自助
努力と公正競争”の維持のための環境づくりに重点施策が行われている。④スイスの中小
企業経営では， a 雇用経営者の方がレベルが高い。 b 企業経営の成功，存続のキーフ
アクターは人材である。 C 中小企業者を動機づけている目標は，独立志向性が最も高
く，収益性に対するモチベーションは余り重要な要因でない。 d 日本と欧米の下請制度
に関する相違点を述べている。ヨーロッパでは，中小企業の下請取引に対する依存度は日
本に比べてはるかに低く，日本では“親子関係”であり，欧米では“兄弟関係”にある。
このような相違は，よいわるいの問題でなく，文化的，歴史的背最の相違である。 e ス
イスの中小企業は目先のことだけにとらわれて，将来に目を向けていない。日本の中小企
業では，長期的展望に立った経営戦略にウェイトが置かれている (110頁130頁）。 さて2
章では次のように述べている。①中小企業の存続，発展の不可欠の要素は経営者の革新性
にある。②革新においては，大企業は強さ(strength)と財源(resources)と力 (power)に
由来するが，中小企業はエ夫力 (ingenevity)に由来する。③大企業側に比べて，中小企
業側は柔軟性，個性豊かな企業家精神，革新性がある。④しかし中小企業は，人的資源，
マンパワー，情報収集分析力，金融・資金調達面で不利である。⑥革新に対する中小企業
の役割を実証的に測定した結果，中小企業で革新率の高いのは機械器具製造業であり，資
本集約的製品よりも，新知識集約製品がより効率的である。 3章では， (1)企業におけるサ
イバネティックサークルを通じて情報管理の重要性を論じ， (2)情報現象を内容的側面（内
部情報，外部情報）と技術的側面（情報の調達・獲得→選択→処理→解釈→評価）から考
察を加えている。 (3)現代情報技術の移転・導入の効果は，コストの削減ではなく，時間節
減とデータ，情報の改善である。 (4)中小企業のなかには， 目先の現実的効果—たとえば
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コスト節減など一ーにとらわれ，長期的展望に立ったところの経営合理化手段である情報
技術への態度がいまだ消極的ないし否定的でさえある場合があると述べている。
筆者は．プライトナー教授の学際的研究の基本的姿勢に基づく高度の理論的・科学的手
法による中小企業問題論を高く評価している。
(4) 若干のコメント
私（評者）は，関西中小企業研究会で，幾度となく田中充教授の海外における国際中小
企業学会活動報告を拝聴し．その都度貴重な示唆と啓発を受けた。長年に渉る研究活動成
果の集大成である本書を拝読し，筆者の海外中小企業研究活動への情熱と学術的力量に心
から感服した次第である。中小企業研究の国際的交流のさらなる飛躍を目指して，筆者の
益々の健筆を切に望みたい。
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